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平
均
睡
眠
時
間
が
最
も
長
い
の
が
秋
田
県
、

青
森
県
、
山
形
県
、
岩
手
県
と
東
北
地
方
の

県
が
並
び
ま
す
。
47
位
の
埼
玉
県
が
７
時
間

31
分
な
の
で
、
秋
田
県
と
比
べ
る
と
約
30
分

の
差
が
あ
り
ま
す
。

　

最
適
な
睡
眠
時
間
は
６
〜
８
時
間
が
目
安

と
い
わ
れ
て
い
て
、
短
す
ぎ
て
も
長
す
ぎ
て

も
健
康
へ
の
リ
ス
ク
が
高
ま
る
そ
う
で
す
。

ま
た
、
平
日
の
睡
眠
不
足
を
週
末
の
寝
だ
め

で
解
消
し
よ
う
と
し
て
も
、
睡
眠
改
善
に
は

な
り
ま
せ
ん
。
明
日
の
活
力
の
た
め
に
、
規

則
正
し
く
、
そ
し
て
質
の
高
い
睡
眠
を
心
が

け
ま
し
ょ
う
。

睡
眠
時
間
の
全
国
平
均
は

７
時
間
40
分

睡
眠
時
間
が

長
い
都
道
府
県
は

ど
こ
？

※ 10 歳以上、土日を含む週全体の平均
出典：総務省統計局「平成 28 年社会生
活基本調査」より

1日当たりの睡眠時間

写真： ペイレスイメージズ 1（モデル）、den-sen、ワタコ／ PIXTA

第
六
回

1 位　秋田県

2位　青森県

3位　山形県

4位　岩手県

5位 島根県
宮崎県

8.02

7.59

7.56

7.54

7.53

（時間 . 分）
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9
広報誌を
スマホなどで
閲覧できます

発行：総務省
〒 100-8926　東京都千代田区霞が関 2-1-2

（中央合同庁舎 2 号館）
電話：03-5253-5111( 代表 )

特集

デジタルで支える
暮らしと経済
―令和3年版情報通信白書の概要―

地方のかがやき

［滋賀県］大津市

MIC NEWS 01

生活時間から、未来を描く
令和 3 年　社会生活基本調査
MIC NEWS 02

日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正
する法律が令和 3 年 9 月18 日に施行されます
MIC NEWS 03　
敬老の日に「火の用心」の贈り物
住宅防火・防災キャンペーン実施中！
キャンペーン期間：9 月1日（水）～ 9 月 21日（火）

MIC NEWS 04　
令和 3 年 9 月 28 日開講！

「社会人のためのデータサイエンス演習」受講者募集中
MIC リポート　

「電話リレーサービス開始セレモニー」について

M I C  M O N T H LY  M A G A Z I N E

4

14

18

20

21

22

23

月号

暮らしの 今と未 来 がわかる情 報 誌

2021 September Vol.249

T E N T SNOC

一見ホンワカしているけ
れど、スポーツも得意な
男の子。平成 21 年に大
津市観光キャラクターに
任命され、大津市の PR
を頑張っています！

表 紙 の キ ャ ラ ク タ ー

お お つ 光
ひ か

ル くん
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特 集

デジタルで支える
暮らしと経済

―令和 3 年版情報通信白書の概要―
総務省は、本年 7 月、令和 3 年版情報通信白書を公表しました。

情報通信白書は昭和 48 年に前身の通信白書を刊行して以来、今回で 49 回目の刊行です。
毎年 ICT 分野の基本データおよび政策動向を掲載するとともに、特集テーマを定め、

関連するトピックを取り上げています。

スマートフォン・タブレット用アプリと電子書籍を無料で提供しています

情報通信白書電子書籍ダウンロードページ
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/
e-book/index.html
※アプリや電子書籍のダウンロードにかかるデータ通信料はご利用者の負担となります。

情報通信白書アプリ
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●�

２
０
０
０
年
頃
以
降
の
我
が
国
の
デ
ジ
タ
ル
化
政
策

の
歴
史
、
社
会
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展
状
況

や
国
際
指
標
で
の
位
置
付
け
を
概
観
す
る
と
と
も

に
、
我
が
国
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
後
れ
た
原
因
を
考
察

し
て
い
ま
す
。

●�

国
民
生
活
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
の
現
状
や
課
題

（
パ
ー
ソ
ナ
ル
デ
ー
タ
の
活
用
や
デ
ジ
タ
ル
活
用
支

援
等
）
を
整
理
し
て
い
ま
す
。

●�
企
業
活
動
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー

メ
ー
シ
ョ
ン
の
現
状
や
課
題
（
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン

ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
の
新
た
な
価
値
の
創
出
へ
の

活
用
等
）
を
整
理
し
て
い
ま
す
。

●�

我
が
国
に
お
け
る
電
子
政
府
・
電
子
自
治
体
推
進
の

経
緯
等
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
海
外
に
お
け
る
先

進
的
な
取
組
事
例
を
踏
ま
え
、
今
後
の
デ
ジ
タ
ル
・

ガ
バ
メ
ン
ト
の
構
築
に
向
け
て
必
要
な
取
組
を
考
察

し
て
い
ま
す
。

●�

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
が
我
が
国
の
社
会
経

済
に
与
え
た
影
響
を
整
理
す
る
と
と
も
に
、
デ
ジ
タ

ル
活
用
の
拡
大
に
よ
る
消
費
行
動
へ
の
影
響
を
考
察

し
て
い
ま
す
。

●�

公
的
分
野
（
行
政
、
教
育
、
医
療
）
に
お
け
る
コ
ロ

ナ
禍
で
の
デ
ジ
タ
ル
活
用
の
実
態
を
整
理
し
て
い
ま

す
。

●�

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
企
業
活
動
の
変
化
（
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
分
断
、
オ
ン
ラ
イ
ン
消
費
の
拡
大
、
テ

レ
ワ
ー
ク
等
）
に
つ
い
て
整
理
し
て
い
ま
す
。

●�

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
で
浮
上
し
た
課

題（
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
リ
ス
ク
へ
の
対
応
、リ
テ
ラ
シ
ー

向
上
、
デ
ジ
タ
ル
デ
ー
タ
の
取
扱
い
、
通
信
イ
ン
フ

ラ
の
増
強
等
）
を
整
理
し
て
い
ま
す
。

●�

我
が
国
が
抱
え
る
社
会
課
題
を
整
理
し
、
コ
ロ
ナ
後

に
求
め
ら
れ
る
社
会
像
に
つ
い
て
展
望
す
る
と
と
も

に
、
コ
ロ
ナ
後
の
我
が
国
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
化

に
よ
る
社
会
課
題
の
克
服
と
経
済
再
生
に
向
け
て
必

要
と
な
る
取
組
を
考
察
し
て
い
ま
す
。

令和 3年版情報通信白書のポイント
　

今
回
の
情
報
通
信
白
書
で
は
、「
デ

ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済
」

を
特
集
と
し
て
取
り
上
げ
、
我
が
国

の
こ
れ
ま
で
の
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
取

組
に
つ
い
て
振
り
返
る
と
と
も
に
、

国
民
生
活
、
企
業
活
動
、
公
的
分
野

に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
の
現
状
と

課
題
や
、
コ
ロ
ナ
禍
で
加
速
し
た
デ

ジ
タ
ル
化
に
よ
る
変
化
に
つ
い
て
検

証
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
上
で
、
感
染
症
や
自
然
災
害

に
対
応
で
き
る
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
を
確

保
し
た
社
会
の
実
現
の
た
め
に
、
国

民
利
用
者
の
デ
ジ
タ
ル
活
用
能
力
の

向
上
と
、
民
間
企
業
・
公
的
分
野
に

お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
を
戦
略
的
・
一

体
的
に
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、

そ
の
際
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
共
通
基

盤
を
構
築
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る

と
分
析
し
て
い
ま
す
。

■ 

序
章 

■

我
が
国
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
歩
み

■ 

第
２
章 

■

コ
ロ
ナ
禍
で
加
速
す
る
デ
ジ
タ
ル
化

■ 

第
３
章 

■

「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
」

デ
ジ
タ
ル
化
の
実
現
に
向
け
て

■ 

第
１
章 

■

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

特
集　

デ
ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済　

―
令
和
３
年
版
情
報
通
信
白
書
の
概
要
―
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我
が
国
で
は
、
２
０
０
０
年
の
Ｉ
Ｔ
基
本
法
の
制

定
以
降
、２
０
０
１
年
の
「
ｅ
︲
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
戦
略
」

を
始
め
と
し
た
様
々
な
国
家
戦
略
を
掲
げ
、
デ
ジ
タ

ル
化
を
推
進
し
て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
光
フ
ァ

イ
バ
等
の
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
や
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム

等
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
は
大
き
く
進
展
し
ま

し
た
。

　

一
方
で
我
が
国
で
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
を
利
用

し
た
、
国
民
生
活
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
用
は
一
定

程
度
進
ん
で
い
る
も
の
の
、
企
業
活
動
や
公
的
分
野

に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
デ
ー
タ
の
利
活
用
は
十
分
に
進

ん
で
い
な
い
状
況
で
す
。

　

Ｉ
Ｍ
Ｄ
に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
競
争
力
ラ
ン
キ
ン
グ
で

は
、
我
が
国
は
近
年
「
デ
ジ
タ
ル
／
技
術
ス
キ
ル
」

（
２
０
２
０
年
：
63
か
国
中
62
位
）、「
ビ
ッ
グ
デ
ー

タ
の
分
析
と
活
用
」（
同
63
位
）
等
へ
の
評
価
が
低
く
、

総
合
順
位
（
同
27
位
）
も
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。
国

連
に
よ
る
電
子
政
府
ラ
ン
キ
ン
グ
で
は
、
近
年
「
人

的
資
本
指
標
」（
約
１
９
０
か
国
中
35
位
前
後
）
へ

の
評
価
が
低
く
、
総
合
順
位
は
同
10
位
前
後
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
我
が
国
の
I
C
T
産
業
も
、
近
年
、
一

部
を
除
く
多
く
の
分
野
で
世
界
に
お
け
る
シ
ェ
ア
が

低
下
し
て
い
ま
す
。

序
章

我
が
国
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
歩
み

１．世界各国のブロードバンド整備状況

固定系ブロードバンドに占める光ファイバの割合

モバイルブロードバンド普及率

２．国際指標における我が国の順位

（出典）OECD Broadband statistics

※ 2019 年 6 月時点
（出典）OECD Broadband statistics

IMD※によるデジタル競争力ランキング 国連による世界電子政府ランキング
順位 順位

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

国・地域 国・地域

アメリカ デンマーク

シンガポール 韓国

デンマーク エストニア

スウェーデン フィンランド

香港 オーストラリア

※全 63 か国のうち
（出典）IMD World Digital 
Competitiveness Ranking
を基に総務省作成

※ IMD…国際経営開発研究所

（出典）国連（UNDESA）
世界電子政府ランキング
を基に総務省作成



インターネットショッピング

支払い・決済（クレジットカード等）

地図・ナビゲーション

情報検索・ニュース

動画配信

QRコード決済

メッセージングサービス

SNS

予定管理・カレンダー

オークション・フリマ

チケット予約

株取引・オンラインバンキング

音楽配信

ソーシャル・オンラインゲーム

健康管理・運動記録

公的サービス

ファイル共有サービス

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自分の生活には必要ない
と思っているから

どのように使えばよいか
わからないから

必要があれば家族に任せれば
よいと思っているから

情報漏洩や詐欺被害等のトラブルに
遭うのではないかと不安だから

購入や利用にかかる
料金が高いと感じるから

どこで何を購入すれば
よいかわからないから

以前使おうとした、もしくは使ってみた
ことがあるが、うまく使えなかったから

その他

0％ 20％ 40％ 60％
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特
集　

デ
ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済　

―
令
和
３
年
版
情
報
通
信
白
書
の
概
要
―

　

我
が
国
の
国
民
生
活
に
お
い
て
は
、
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
が
急
速
に
普
及
し
、
8
割
以
上
の
世
帯
で
保

有
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

に
よ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
も
拡
大
し
て
い
ま

す
。
総
務
省
の
調
査
で
は
、
普
段
利
用
し
て
い
る
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
は
、
多
い
も
の
か
ら
①
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
、
②
支
払
い
・
決
済
、

③
地
図
・
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン
、
④
情
報
検
索
・
ニ
ュ
ー

ス
、
⑤
動
画
配
信
と
な
っ
て
い
ま
す
。
特
に
①
②
は

20
代
か
ら
60
代
以
上
ま
で
広
く
利
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
で
同
調
査
で
は
、
国
民
が
我
が
国
の
デ
ジ
タ

ル
化
の
課
題
と
し
て
考
え
る
も
の
は
、
多
い
も
の
か

ら
①
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
や
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
漏
え

い
へ
の
不
安
、
②
リ
テ
ラ
シ
ー
不
足
と
な
っ
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
課
題
の
解
決
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま

た
、
内
閣
府
の
調
査
で
は
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
タ

ブ
レ
ッ
ト
の
利
用
率
は
特
に
70
代
以
上
で
低
く
、
そ

の
理
由
は
、
多
い
も
の
か
ら
①
必
要
性
を
感
じ
な
い
、

②
ど
の
よ
う
に
使
え
ば
よ
い
か
わ
か
ら
な
い
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
課
題
に
対
し
て
、
デ
ジ
タ
ル

利
用
を
経
験
し
て
そ
の
価
値
を
実
感
で
き
る
よ
う

「
デ
ジ
タ
ル
活
用
支
援
」等
の
取
組
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

第
１
章

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

１．情報通信機器の世帯保有率 ２．普段利用している
インターネットサービス

（出典）総務省「通信利用動向調査」 （出典）総務省調査

３．スマートフォンや
タブレットの利用状況

４．スマートフォンやタブレット
を利用しない理由（70歳以上）

（出典）内閣府（2020）「情報通信機器の利活用に関する世論調査」を基に総務省作成

国
民
生
活
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
活
用
の
現
状
と
課
題



業務効率の向上
（従業員の負担軽減）

コスト（人件費、
保守費用等）の削減

新製（商）品・
サービスの開発

新事業への進出
（多角化）

0% 20% 40% 60% 80%

70%

39%

6%

2%

AI

IoT

データ分析

クラウド

スマホアプリ

ブロックチェーン

ドローン／ロボット

AR／ VR

RPA

5G
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24%

35%
28%

35%
42%

63%
54%
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30%

62%
10%

31%
10%

27%
7%

24%
14%

18%
7%

32% 米国
日本

日本

米国

カナダ

イギリス

ドイツ

フランス
■ ICT 企業　■ ユーザー企業

0％ 50％ 100％

72％

35％

44％

46％

47％

39％

業務の変革に対する
社員等の抵抗

人材不足

資金不足

費用対効果が不明

規制・制度
による障壁

文化・業界慣習
による障壁

ICTなど
技術的な知識不足

既存システムとの
関係性

0% 20% 40% 60%

53%

27%

20%

33%

13%

15%

24%

26%
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３．ＤＸの実施による
売上高押し上げ効果

　

我
が
国
の
企
業
活
動
に
お
い
て
は
、
生
産
年
齢
人

口
の
減
少
が
進
む
中
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
が
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ

Ｐ
や
労
働
生
産
性
に
寄
与
し
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資
額
が
少
な
く
、
ま
た
、
業
務
効
率
化
の

た
め
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
投
資
が
中
心
で
あ
り
、
そ
の
効
果
は

十
分
で
な
い
状
況
で
し
た
。

　

コ
ロ
ナ
禍
で
、
世
界
規
模
で
デ
ジ
タ
ル
化
が
加
速

し
、
消
費
行
動
の
変
化
や
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ィ
ス
ラ
プ

シ
ョ
ン
（
デ
ジ
タ
ル
企
業
の
参
入
に
よ
り
既
存
企
業

が
市
場
か
ら
の
退
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
こ
と
な

ど
）、
デ
ジ
タ
ル
市
場
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
加
速
し

て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
我
が
国
企
業
は
、
デ
ジ
タ
ル

技
術
を
新
た
な
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
の
開
発
や
組
織
、
文
化
、
働
き
方
の
変
革
に
活
用

し
、
新
た
な
付
加
価
値
を
創
出
し
て
い
く
「
デ
ジ
タ

ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
」（
Ｄ
Ｘ
）
に

取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

Ｄ
Ｘ
に
取
り
組
む
際
に
、
我
が
国
は
特
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ

人
材
の
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人

材
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
企
業
に
偏
在
し
、
ま
た
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材

の
総
数
も
不
足
し
て
お
り
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材
の
確
保
、

育
成
と
い
っ
た
取
組
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

企
業
活
動
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
・

ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
の

現
状
と
課
題

１．先端技術の活用目的

２．デジタル技術の導入状況

４．主要国の ICT人材比較

５．ICT人材の不足

６．DXを進める上での課題（日本企業）

（出典）財務省（平成 30 年）
「財務局調査による「先端技術（IoT、AI 等）の活用状況」について」

（出典）総務省調査

（出典）経済産業省（2019）「IT 人材需給に関する調査」

ＤＸに取り組む日本企業が、
米国企業並みに増加した場合の変化を推計

製造業+5.7%
（約 23兆円）

非製造業+4.2%
（約 45兆円）

※企業アンケートの結果に基づく推計。アンケートにおけるＤＸ取組状況は、
【製造業】日本：13.3％、米国：63.6％、【非製造業】日本：13.4％、米国：55.9％

（出典）総務省調査

（出典）令和元年版情報通信白書

2018 年に約22 万人不足しており、
2030年には約45 万人不足する見込み

（中位シナリオ）

（出典）総務省調査



とても
利用したい
と思う

（38.7％）

あまり
利用したい
と思わない
（8.6％）

全く
利用したい
と思わない
（3.5％）

わからない
（10.1％）

その他
（0.6％）

やや
利用したい
と思う

（38.6％）

77.3％

電子申請できる
行政手続きが

限られているから

電子申請できる
こと自体を

知らなかったから

電子申請の使い方が
複雑で使いずらいと

感じたから

申請や届出が
正確にできているか

不安だから

職員と対面で申請や
手続きをしたほうが

安心だから

特にない

その他
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33%

29%

23%

21%

14%

12%

3%
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特
集　

デ
ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済　

―
令
和
３
年
版
情
報
通
信
白
書
の
概
要
―

　

我
が
国
の
行
政
分
野
に
お
い
て
は
、
住
民
の
オ
ン

ラ
イ
ン
に
よ
る
行
政
手
続
き
の
利
用
意
向
が
高
く

な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、「
電
子
申
請
で
き
る
行

政
手
続
き
が
限
ら
れ
て
い
る
」、「
電
子
申
請
で
き
る

こ
と
を
知
ら
な
い
」、「
電
子
申
請
の
使
い
方
が
複
雑
」

等
の
理
由
か
ら
利
用
が
少
な
い
状
況
で
す
。

　

デ
ン
マ
ー
ク
、
英
国
、
米
国
、
韓
国
等
で
は
、
デ

ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
に
関
す
る
先
進
的
な
取
組
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。
例
え
ば
、
ユ
ー
ザ
ー
中
心
の

サ
ー
ビ
ス
デ
ザ
イ
ン
に
よ
る
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
運

用
や
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

の
実
施
、
ア
ジ
ャ
イ
ル
開
発
等
の
新
し
い
開
発
手
法

の
実
施
、
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
・
共
通
化

（
ク
ラ
ウ
ド
化
等
）、
ワ
ン
ス
オ
ン
リ
ー
（
一
度
提
出

し
た
情
報
は
二
度
提
出
す
る
こ
と
を
不
要
と
す
る
こ

と
）
を
実
現
す
る
た
め
の
ベ
ー
ス
・
レ
ジ
ス
ト
リ
の

構
築
（
人
、
法
人
、
土
地
、
資
格
等
の
社
会
の
基
本

デ
ー
タ
等
の
整
備
）
等
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

我
が
国
で
も
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
行
政
内

部
の
効
率
化
の
双
方
の
観
点
か
ら
、
こ
の
よ
う
な
取

組
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

公
的
分
野
に
お
け
る

デ
ジ
タ
ル
化
の
現
状
と
課
題

１．オンライン行政手続きの
利用意向

２．電子申請サービスを
利用しなかった理由

３．海外のデジタル・ガバメントの取組例

• ユーザー中心のサービスデザインを徹底した
  ワンストップサービスの実現（デンマーク）
• 市民からのフィードバックによるサービス改善
 （英国）

２．サービス開発の手法

１．ユーザー志向の行政サービス

４．ベース・レジストリの構築

３．行政情報システムの標準化・共通化

• デザイン思考の導入（デンマーク）
• アジャイル開発の原則化（英国）

• 政府共通フレームワーク活用の義務化（韓国）
• クラウド・ファーストの推進（米国）

• 最重要政策の一つに位置付け（EU）
• ベース・レジストリを整備（デンマーク、英国、韓国）

（出典）トラストバンク「行政手続きのデジタル化に関するアンケート」（実施期間：2020 年 7 月 31 日～ 8 月 7 日）
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コ
ロ
ナ
禍
で
、
我
が
国
の
国
民
生
活
に
お
い
て
は
、

①
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
、
②
動
画
配
信

な
ど
の
「
巣
ご
も
り
消
費
」、
デ
ジ
タ
ル
活
用
が
急

速
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
②
に
つ
い
て
は
、
オ
ン
ラ

イ
ン
に
よ
る
番
組
や
イ
ベ
ン
ト（
ラ
イ
ブ
、コ
ン
サ
ー

ト
等
）
の
視
聴
が
増
え
、
ネ
ッ
ト
フ
リ
ッ
ク
ス
等
の

有
料
動
画
配
信
サ
ー
ビ
ス
へ
の
加
入
者
が
増
加
し
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
に
加
え
、
テ
レ
ワ
ー
ク
等
が
増
え
た
こ
と
か

ら
、
我
が
国
の
２
０
２
０
年
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ト
ラ

ヒ
ッ
ク
は
、
固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
で
前
年
比
５
割

以
上
増
加
す
る
な
ど
爆
発
的
に
増
加
し
ま
し
た
。

　

コ
ロ
ナ
禍
で
、
消
費
行
動
は
全
体
で
縮
小
す
る
一

方
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
は
拡
大
し
て
い
ま
す
。
こ
の
変

化
は
我
が
国
経
済
に
影
響
を
及
ぼ
し
、
業
種
等
に

よ
っ
て
業
績
が
二
極
化
す
る
「
K
字
型
」
の
経
済

回
復
と
な
っ
て
い
ま
す
。小
売
や
通
信
は
、イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
や
企
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
対
応

が
プ
ラ
ス
の
影
響
を
与
え
た
と
考
え
ら
れ
、
業
績
が

全
体
で
は
回
復
傾
向
に
あ
る
の
に
対
し
、
宿
泊
・
飲

食
や
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
と
い
っ
た
対
面
型
の
業
種
は

全
体
で
は
低
調
と
な
っ
て
い
ま
す
。

第
２
章

コ
ロ
ナ
禍
で
加
速
す
る
デ
ジ
タ
ル
化

コ
ロ
ナ
禍
で
拡
大
し
た

デ
ジ
タ
ル
活
用

１．ネットショッピング利用
世帯の割合

２．有料動画配信サービスの
利用率

3 か月より以前に、有料の動画配信サービスを
利用したことがある
3 か月以内に、有料の動画配信サービスを
利用したことがある

（出典）総務省「家計消費状況調査」を基に作成 （出典）インプレス（2020）を基に総務省作成

３．インターネットトラヒックの増加

4．「K字型」経済回復

（出典）総務省（R3.2.5）「我が国のインターネットトラヒックの集計・試算」

固定ブロードバンドサービス

(2019 年 12 月調査からの変化幅、％ポイント）　（出典）日銀短観（企業種別業況判断 DI) を基に総務省作成

製造業 非製造業
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特
集　

デ
ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済　

―
令
和
３
年
版
情
報
通
信
白
書
の
概
要
―

　

コ
ロ
ナ
禍
で
、
我
が
国
の
行
政
分
野
に
お
い
て
は
、

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
、
市
民
へ
の
迅
速
な
経

済
的
支
援
や
、
感
染
状
況
や
感
染
リ
ス
ク
の
把
握
と

い
っ
た
取
組
を
行
っ
た
も
の
の
、
そ
の
過
程
で
様
々

な
課
題
が
顕
在
化
し
ま
し
た
。

　

海
外
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
積

極
的
に
活
用
し
た
、
経
済
的
支
援
や
感
染
状
況
等
の

把
握
・
通
知
、
マ
ス
ク
の
需
給
対
策
と
い
っ
た
取
組

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
デ
ン
マ
ー
ク
で
は
、
コ
ロ
ナ

前
か
ら
全
市
民
が
、
行
政
機
関
や
企
業
か
ら
の
通
知

を
受
け
取
る
「
電
子
私
書
箱
」
や
、
行
政
機
関
か
ら

の
還
付
金
を
受
け
取
る
「
連
絡
口
座
」
を
保
有
し
て

お
り
、
コ
ロ
ナ
対
応
の
給
付
金
手
続
き
で
も
、
こ
れ

ら
を
用
い
て
連
絡
→
申
請
→
入
金
の
一
連
の
手
続
き

が
オ
ン
ラ
イ
ン
で
完
結
し
て
い
ま
す
。
そ
の
ほ
か
、

ア
ジ
ア
で
は
韓
国
、
台
湾
等
に
お
い
て
、
先
進
的
な

取
組
が
見
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
で
、
我
が
国
の
教
育
分
野
、
医

療
分
野
に
お
い
て
は
、
遠
隔
・
オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
、

オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
等
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る

公
的
分
野
の
デ
ジ
タ
ル
活
用

１．海外におけるデジタルを活用した
コロナ禍対応

２．大学等における
授業の実施方針

３．電話・オンライン診療の登録機関数

項目 取組の内容

給付金の
支給

感染者情報の
管理・共有

マスクの
需給対策

感染状況の
把握・通知

クレジットカード会社等のサイトから住民登録番号
を入力し申請することで、早期に支給を完了。（韓国）

感染者の発生状況をリアルタイムで、医療機関、保
健所、中央政府・地方自治体間で共有。（韓国）

全国民が電子私書箱と政府との連絡口座を登録し
ており、連絡→申請→入金のプロセスがオンライン
で完結。（デンマーク）

医療情報を一元管理しており、発生初期段階から、
リアルタイムで患者数を把握。（デンマーク）

マスクの実名購入制を早期に確立し、価格高騰を防
止。併せて、マスク販売薬局の在庫データを公開す
ることで、市民の不安や混乱を軽減。（台湾）

通信会社が提供した携帯電話のGPS 情報から、感
染者状況を把握。（韓国）

（出典）厚生労働省（2021）「第 15 回オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会」資料

（出典）文部科学省（2020）
「大学等における後期等の
授業の実施方針等に関する
調査」を基に総務省作成
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コ
ロ
ナ
禍
で
、
我
が
国
の
企
業
活
動
に
お
い
て
は
、

10
ペ
ー
ジ
で
述
べ
た
小
売
・
通
信
や
、
コ
ロ
ナ
禍
か

ら
回
復
し
た
海
外
へ
の
輸
出
増
な
ど
の
追
い
風
を
受

け
た
製
造
業
の
業
績
が
、
全
体
で
は
回
復
傾
向
に
あ

り
ま
す
。
ま
た
、
２
０
２
０
年
の
上
場
企
業
の
営
業

利
益
（
上
位
10
位
）
は
、
米
国
で
は
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ
や
マ

イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
な
ど
デ
ジ
タ
ル
化
の
追
い
風
を
受
け

た
「
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
企
業
」
が
大
き
く
増
益
と
な
っ
て
い

ま
す
。
我
が
国
で
は
Ｉ
Ｃ
Ｔ
企
業
等
が
増
益
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

コ
ロ
ナ
禍
の
企
業
活
動
の
変
化
の
典
型
で
あ
る
テ

レ
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
で
は
、
一
定
程
度

は
定
着
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
業
種
や
企
業
規
模
、

地
域
に
よ
っ
て
実
施
率
に
差
が
あ
り
、
ま
た
、
緊
急

事
態
宣
言
中
は
実
施
率
が
上
昇
す
る
一
方
で
解
除
後

は
低
下
し
て
い
ま
す
。
総
務
省
の
調
査
で
は
、
国
民

に
対
し
て
各
分
野
の
デ
ジ
タ
ル
化
は
定
着
す
る
か
と

尋
ね
た
と
こ
ろ
、「
ほ
と
ん
ど
が
定
着
す
る
」
と
い

う
回
答
は
消
費
以
外
の
分
野
で
は
1
割
程
度
と
な
っ

て
い
ま
す
。
働
き
方
に
つ
い
て
も
、
感
染
症
や
自
然

災
害
へ
の
強
靱
性
（
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
）
の
確
保
や
労

働
参
加
の
拡
大
の
観
点
か
ら
、
テ
レ
ワ
ー
ク
等
の
デ

ジ
タ
ル
化
の
定
着
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る

企
業
活
動
の
変
化

１．2020年の日米上場企業の営業利益（上位 10社）

２．企業のテレワーク実施率 ３．デジタル化は定着するか（分野ごと）

※ 2021 年 2 月 10 日時点のデータで作成。米国企業の営業利益は、1 ドル＝ 106.8 円で換算。括弧内は対前年比。　（出典）成長戦略会議資料

（出典）東京商工リサーチ「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査
（第 2 ～ 6、8、10、14 回）を基に総務省作成

（出典）総務省調査

米国（ニューヨーク証券取引所、NASDAQ） 日本（東証一部）



国民利用者

公的分野 民間企業

民間のデジタル・
プラットフォーム

デジタル・デバイドの解消

UI/UX※の改善

デジタル・リテラシーの向上

データ連携、専門人材の確保・育成

安全・安心の確保（サイバーセキュリティ、個人情報の保護等）

ベース・レジストリの整備

高度な情報通信インフラ（５G等）の整備

公的デジタル・プラットフォームの整備
（ID制度、認証制度、ガバメントクラウド等）

連携
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特
集　

デ
ジ
タ
ル
で
支
え
る
暮
ら
し
と
経
済　

―
令
和
３
年
版
情
報
通
信
白
書
の
概
要
―

　

今
後
の
我
が
国
に
お
い
て
は
、
感
染
症
や
自
然
災

害
に
対
応
で
き
る
強
靱
性
（
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
）
の
あ

る
社
会
の
構
築
や
、
人
口
減
少
、
産
業
構
造
の
変
化

等
の
社
会
・
経
済
課
題
を
乗
り
越
え
た
持
続
的
な
成

長
に
向
け
て
、「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
」
社
会
全

体
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
こ
れ
ま
で
述
べ
た
よ
う
な
、
利
用
者

（
国
民
）
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
や
供
給
者
（
民

間
企
業
、
公
的
分
野
）
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
を
、

戦
略
的
・
一
体
的
に
進
め
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、
そ
の
際
、
第
5
世
代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム

（
５
Ｇ
）
等
の
高
度
な
情
報
通
信
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

や
、
ベ
ー
ス
・
レ
ジ
ス
ト
リ
の
整
備
、
サ
イ
バ
ー
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
や
個
人
情
報
の
保
護
と
い
っ
た

安
全
・
安
心
な
利
用
環
境
の
確
保
、
公
共
デ
ジ
タ
ル
・

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備
（
Ｉ
Ｄ
で
あ
る
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
を
情
報
連
携
の
キ
ー
と
し
て
利
用
す
る
こ
と
、

認
証
基
盤
で
あ
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利
便
性

を
高
め
る
こ
と
、
政
府
情
報
シ
ス
テ
ム
の
共
通
基
盤

で
あ
る
「
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
」
を
整
備
す
る
こ

と
な
ど
）
に
よ
り
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
共
通
基
盤
を

構
築
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

第
３
章

「
誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
」
デ
ジ
タ
ル
化
の
実
現
に
向
け
て

１．戦略的・一体的に取り組むべき「誰一人取り残さない」デジタル化

※ UI（User Interface：ユーザーインターフェース）、UX（User Experience：ユーザーエクスペリエンス）　 （出典）総務省作成
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ICT（情報通信技術）を活用し、「電子市
役所」の取組を進めてきた大津市は、新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）
への対応もあり、市職員へのテレワーク
の導入を一気に推進しています。 津

市
［滋賀県］

大
「
電
子
市
役
所
」と

テ
レ
ワ
ー
ク
が
進
む
び
わ
湖
を
望
む
古
都

お
お
つ
し

日本最大の面積と貯水量のびわ湖。約 670㎢の面積は滋賀県の約 6 分の 1 を占める（上）。
比叡山全域を境内とする天台宗総本山、比叡山延暦寺。平成 6 年、世界文化遺産に登録（下）。

人口：34万4,432 人
　　　（令和 3 年 7月1日）
面積：464.51㎢
市の木：ヤマザクラ
市の花：エイザンスミレ
市の鳥：ユリカモメ
市役所所在地：滋賀県大津市
　　　　　　　御陵町 3-1

Otsu  C i t y  DATA

東
に
は
び
わ
湖
が
広
が
り
、

西
に
は
秀
麗
な
山
々
が
連
な

る
大
津
市
は
「
近
江
八
景
」

の
う
ち
、
瀬
田
の
唐
橋
や
唐
崎
神
社
、

浮
御
堂
な
ど
七
景
ま
で
を
有
す
る
風
光

明
媚
な
地
で
す
。

　

滋
賀
県
の
県
庁
所
在
地
で
あ
る
大
津

市
は
天
智
天
皇
に
よ
る
近
江
大
津
宮
へ

の
遷
都
以
来
１
３
５
０
年
以
上
の
歴
史

を
も
つ
古
都
で
あ
り
、
平
成
15
年
に
は

古
都
保
存
法
に
基
づ
く
政
令
指
定
を
受

け
て
い
ま
す
。
市
内
に
は
比
叡
山
延
暦

寺
、
園
城
寺
（
三
井
寺
）、
西
教
寺
の

天
台
三
総
本
山
や
日
吉
大
社
、
石
山
寺

北

大津市
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な
ど
の
寺
社
や
史
跡
が
多
く
、
国
指
定

文
化
財
は
全
国
３
位
の
件
数
を
誇
り
ま

す
。

　

東
海
道
の
宿
場
町
、
び
わ
湖
の
港
と

し
て
栄
え
た
古
く
か
ら
の
交
通
の
要
衝

で
も
あ
り
、
国
道
１
号
や
名
神
高
速
道

路
、
東
海
道
新
幹
線
、
湖
西
線
が
整
備

さ
れ
、
西
に
隣
接
す
る
京
都
府
な
ど
へ

の
通
勤
者
向
け
の
宅
地
開
発
も
進
ん
で

人
口
が
増
加
し
、
平
成
21
年
に
は
中
核

市
に
。
湖
畔
の
古
都
は
自
然
と
都
市
の

活
力
が
共
存
す
る
都
市
と
し
て
成
長
を

遂
げ
て
い
ま
す
。

　
び
わ
湖
と
世
界
遺
産
・
比
叡
山
延

暦
寺
が
あ
る
比
良
比
叡
の
山
並
み
に

抱
か
れ
た
大
津
市
は
、
豊
か
な
自
然

と
歴
史
を
有
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま

で
受
け
継
が
れ
て
き
た
地
域
の
魅
力

を
市
民
の
皆
さ
ん
と
磨
き
上
げ
る
と

と
も
に
、
子
育
て
や
学
び
、
健
康
な

ど
暮
ら
し
の
満
足
度
を
高
め
る
こ
と

で
移
住
や
観
光
な
ど
新
た
な
人
を
呼

び
込
み「
夢
が
あ
ふ
れ
る
ま
ち
大
津
」

の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

大津市長
佐藤健司

「夢があふれるまち
大津」を目指して

「美肌の湯」として知られるおごと温泉は
1,200 年の歴史を持つとされる湯治の里。
湖面を望む露天風呂からの日の出は絶景。

天孫神社の祭礼。毎年スポーツの日の前々
日が宵宮で、翌日の本祭では 13 基の曳山
が「からくり」を演じながら市内を巡行する。

びわ湖で獲ったニゴロブナを春先に塩漬け
にして、夏の土用のころに塩を抜き、ご飯
に漬け込む。滋賀の郷土が生んだ健康食。

温泉

おごと温泉
祭り

大津祭
名物

鮒
ふ な

寿司

びわ湖をめぐる外輪船
「ミシガン」のクルー
ズ。湖上から見る景色
はもちろん、船内では
音楽や食事も楽しめる。

大津絵は江戸時代、東
海道筋で旅の土産とし
て売った絵が始まり。
鬼の念仏の絵は夜泣き
に効くといった民間信
仰も生まれた。

三井寺力餅。その昔、
延暦寺の弁慶が三井寺
との合戦のとき、戦利
品として鐘を引きずり
持ち帰った。その怪力
にちなみ生まれた名物。

うな丼の上に分厚い玉
子焼きがのる「きんし
丼」。もともとは細く
切った錦糸玉子だった
が、分厚い玉子焼きが
好評でこの形に。
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コ
ロ
ナ
禍
を
機
に
全
庁
規
模
に
拡
大

働
き
方
改
革
に
つ
な
が
る

テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進

津
市
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通

じ
て
各
種
の
申
請
手
続
き
な
ど

が
で
き
る
「
電
子
市
役
所
」
の

取
組
を
積
極
的
に
進
め
て
き
ま
し
た
が
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に

伴
い
、
こ
の
取
組
が
効
果
を
発
揮
し
て
お

り
、
ま
た
企
業
と
の
打
ち
合
わ
せ
な
ど
の

た
め
に
庁
内
に
設
け
た「
ウ
ェ
ブ
会
議
室
」

の
利
用
も
急
増
し
て
い
ま
す
。

　

そ
ん
な
大
津
市
は
「
働
き
方
改
革
」
の

一
環
と
し
て
令
和
元
年
度
か
ら
、
子
育
て

や
介
護
を
行
う
職
員
な
ど
を
対
象
と
す
る

在
宅
勤
務
（
テ
レ
ワ
ー
ク
）
の
事
業
に
も

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で
は
65
台

の
専
用
端
末
を
貸
与
す
る
こ
と
で
職
員
の

多
様
な
働
き
方
の
推
進
と
業
務
効
率
の
向

上
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
が
、
昨
年
度

か
ら
は
対
象
を
全
庁
規
模
に
拡
大
、
テ
レ

ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
を
介
し
て
自
宅
端
末
と

職
場
端
末
を
つ
な
ぎ
、
テ
レ
ワ
ー
ク
ラ
イ

セ
ン
ス
を
付
与
す
る
か
た
ち
で
実
施
し
て

お
り
、
現
在
約
１
０
０
０
人
の
職
員
が
登

録
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
大
津
市
は
今
年
、
市
民
を
対
象

と
し
て
、
在
宅
テ
レ
ワ
ー
ク
を
行
う
た
め

の
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
に
対
す
る
補
助
金
の

制
度
も
始
め
ま
し
た
。
補
助
対
象
工
事
の

３
分
の
２
（
上
限
10
万
円
）、
期
間
は
令

和
３
年
７
月
１
日
か
ら
令
和
４
年
２
月
28

日
ま
で
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

大

大型ディスプレイや通信環境を整備した「ウェブ会議室」。

「近畿地方の歴史まちづ
くりカード（歴まちカー
ド）」。歴史的風致維持向
上計画の認定を受けた近
畿地方の 13 都市を PR
するため、近畿地方整備
局が作成。各都市の象徴
的な風景写真や歴史ま
ちづくり情報を紹介する
カード型パンフレットだ。

　

良
好
な
環
境
（
歴
史
的
風
致
）
を
維
持
・

向
上
さ
せ
、
後
世
に
継
承
す
る
た
め
に
制

定
さ
れ
た
「
地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致

の
維
持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律
」
に
基

づ
い
て
進
め
ら
れ
る
の
が
「
歴
史
ま
ち
づ

く
り
」
で
す
。
多
く
の
文
化
財
が
残
り
、

様
々
な
伝
統
行
事
が
引
き
継
が
れ
て
き
た

大
津
市
で
は
、
こ
れ
に
取
り
組
む
た
め
、

大
津
市
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
協
議
会
を

良
好
な
環
境
を
守
り
、
伝
え
る

歴
史
ま
ち
づ
く
り

た
ち
あ
げ
、
各
地
域
で
歴
史
と
文
化
を
生

か
し
た
ま
ち
づ
く
り
に
寄
与
す
る
活
動
を

行
っ
て
い
る
団
体
や
文
化
財
所
有
者
に
意

見
を
聴
き
、
大
津
市
歴
史
的
風
致
維
持
向

上
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
の
計
画
は

令
和
3
年
3
月
に
文
部
科
学
大
臣
、
農
林

水
産
大
臣
、
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
を
受

け
ま
し
た
。
今
後
10
年
間
を
計
画
期
間
と

し
て
、
ま
ち
な
み
整
備
な
ど
の
「
歴
史
ま

ち
づ
く
り
」
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

紫式部の「源氏物語」にゆかりがあり、貴重な文献を伝える「学問の
寺」として知られる石山寺。計画の策定では、大津市歴史的風致維持
向上協議会に委員として参画した。

※�歴史的風致：地域における固有のその歴史および伝統を反映した人々の活動と、そ
の活動が行われる歴史上価値の高い建造物およびその周辺の市街地とが一体となっ
て形成してきた良好な市街地の環境

※
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寄
附
者
の
想
い
と
ふ
る
さ
と
を
結
ぶ

ふ
る
さ
と
納
税
と
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

津
市
で
は
、
日
本
三
大

和
牛
の
一
つ
に
数
え
ら

れ
る
近
江
牛
や
、
び
わ

湖
の
鮎
や
鮒
な
ど
の
特
産
品
を
ふ

る
さ
と
納
税
の
返
礼
品
と
し
て
い

る
ほ
か
、
市
内
の
事
業
者
の
協
力

の
も
と
、
び
わ
湖
で
の
水
上
ア
ク

テ
ィ
ビ
テ
ィ
や
町
家
を
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
し
た
ホ
テ
ル
の
宿
泊
プ
ラ

ン
な
ど
、
体
験
型
の
返
礼
品
の
開

発
に
も
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
大
津
市
は
企
業
版
ふ
る

さ
と
納
税（
地
方
創
生
応
援
税
制
）

に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
れ

は
地
域
再
生
法
の
認
定
地
方
公
共

団
体
が
実
施
す
る
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
寄
附
活
用
事
業
」
に

寄
附
を
し
た
企
業
が
税
制
上
の
優

遇
措
置
を
受
け
ら
れ
る
制
度
で
、

制
度
の
活
用
を
通
じ
、
企
業
の
皆

さ
ま
と
連
携
し
、
大
津
の
ふ
る
さ

と
納
税
の
さ
ら
な
る
進
展
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

　

大
津
市
に
い
た
だ
い
た
寄
附
は
、

「
子
育
て
世
代
が
満
足
す
る
ま
ち

づ
く
り
」「
ま
ち
の
賑
わ
い
と
地

域
活
性
の
ま
ち
づ
く
り
」
な
ど
の

各
事
業
に
生
か
し
、
夢
が
あ
ふ
れ

る
ま
ち
大
津
の
実
現
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

大

炭火でじっくりと焼き上げたう
なぎの蒲焼き。

大津の市街地にある町家をリノ
ベーションした趣あるホテルの
宿泊プラン。

実際の電車の運転が体験できる
貴重な機会を提供。京阪電車大
津線電車運転体験。

豊かな自然環境と水に恵まれた
滋賀県内で飼育された近江牛。

職人の技でじっくりと焼き上げ
て仕上げた滋賀県産の鮎。

日本最大の湖 “ びわ湖 ” で楽し
む水上レジャー体験。

　SDGs（持続可能な開発目標）に関して大津市では、平成 29
年度に庁内に「大津市 SDGs 推進会議」を設置。令和２年度に
策定した「大津市総合計画第２期実行計画」では、総合計画の各
施策と SDGs の目標を関連付けて事業を推進しています。
　市の独自の取組の一つに「びわ湖産の土」の利用があります。「び
わ湖産の土」とは、びわ湖の水を取水し、水道水にする過程で出
てくる土とびわ湖で刈り取った水草堆肥を混ぜ合わせたもので、
これを市内の花壇などに用いる事業です。
　また平成 30 年には、啓発や情報発信の場とするとともに、滋
賀の未来をつくる担い手の育成の受け皿にしていこうと滋賀県内
の企業や団体が連携して「滋賀× SDGs 交流会」を設置しました。　
　大津市も県内に立地する大学との連携を図っており、立命館
大学とは、学生と共同でびわ湖の水に恵まれた大津市の水道を

「水の惑星」に見立てた動画「Otsu Water Planet」を企画・制作、
動画配信サイトで公開しています。

びわ湖の水に関する

SDGsの取組

大津市公園緑地協会が管理する花壇
の植え替えに「びわ湖産の土」を用
いるボランティア。

水 に つ い て 学 べ る 動 画「Otsu 
Water Planet」。
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01
M I C  N E W S

　

こ
の
調
査
は
、
統
計
法
（
国
の
統

計
に
関
す
る
基
本
的
な
法
律
）
に
よ

り
特
に
重
要
な
も
の
と
さ
れ
る
「
基

幹
統
計
調
査
」
で
あ
り
、
調
査
に
回

答
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

　

わ
た
し
た
ち
が
、
限
ら
れ
た
１
日

の
時
間
を
ど
の
よ
う
に
使
っ
て
い
る

か
、
ま
た
、
過
去
１
年
間
に
ス
ポ
ー

ツ
、
趣
味
・
娯
楽
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
、
旅
行
・
行
楽
な
ど
、
ど
の
よ

う
な
活
動
を
行
っ
た
か
を
調
査
し
、

国
民
の
社
会
生
活
の
実
態
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　

全
国
の
全
て
の
世
帯
に
つ
い
て
調
査
を

行
う
に
は
、
多
く
の
費
用
と
時
間
と
人
手

が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
こ
の
調
査
で
は
統
計
理
論
に

基
づ
き
、
一
部
の
世
帯
を
全
国
か
ら
偏
り

な
く
選
び
、
調
べ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
日

本
全
体
の
姿
を
推
計
す
る
方
法
を
採
用
し

て
い
ま
す
。

　

調
査
地
域
は
、
総
務
省
統
計
局
が
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
に
よ
っ
て
無
作
為
に
選
び
ま
す
。

ま
た
、
調
査
世
帯
に
つ
い
て
も
、
こ
う
し

て
選
ん
だ
地
域
の
中
か
ら
無
作
為
に
選
び

ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
方
法
に
よ
り
選
ば
れ
る
世

帯
は
、
全
国
で
約
９
万
世
帯
と
な
り
、
そ

の
世
帯
に
ふ
だ
ん
住
ん
で
い
る
10
歳
以
上

の
世
帯
員
約
19
万
人
が
調
査
の
対
象
と
な

り
ま
す
。

　

調
査
を
お
願
い
す
る
世
帯
に
お
か
れ
ま

し
て
は
、
正
確
な
統
計
を
作
成
す
る
た
め

に
、
調
査
へ
の
ご
回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。

総務省統計局では、都道府県を通じて、令和３年10月 20日現在で
「令和３年社会生活基本調査」を実施します。

９月から、調査対象となる地域にお住まいの全ての世帯に調査員が訪問します。

統
計
法
に
基
づ
き

５
年
に
一
度
実
施
す
る
、

国
の
重
要
な
統
計
調
査
で
す

調
査
を
お
願
い
す
る
世
帯
は

無
作
為
に
選
ば
れ
ま
す

 調査の流れ
 総務省統計局  都道府県・指導員  調査員  調査世帯
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令和３年社会生活基本調査　キャンペーンサイト

調査に関する詳しい情報はこちら

社会生活基本調査 検 索

 回答いただいた内容が漏れることはありません

世帯への訪問時期

調査員は都道府県知事が発行した「調査員証」を必ず携帯しています

調査への回答方法

９月上旬から

・�調査員が調査対象と
なる地域にお住まい
の全ての世帯を訪問
し、『令和３年社会生
活基本調査のお知ら
せ』を配布します。

・�調査員は、都道府県知事が任命した特別職の地方公務員であり、都道府県知事が発行
した「調査員証」を必ず携帯しています。
・�調査員が皆様のお宅を訪問し、調査への回答のお願いや、ご記入いただいた調査票の
回収や記入状況の確認を行います。

　調査への回答は、安心のセキュリティ、24時間いつでも都合の良い時間に回答でき
るなどのメリットがあるインターネットでの回答を、是非ご利用ください！　
（回答はインターネットのほかに、調査票（紙）でも可能です。）

10 月上中旬から

 ・�調査員が調査世帯に調査書類
を配布し、調査への回答を依
頼します。

 ・�調査世帯は、調査書類を受け
取り、インターネット又は紙
の調査票で回答します。

10 月下旬から

・紙の調査票での提出がある場合は、調査員が調査票を回収します。

かたり調査にご注意ください
・金銭を要求することや、銀行口座、クレジットカード番号をお聞きすることはありません。
・政府の統計調査をよそおった不審な訪問者や、不審な電話・電子メールなどにご注意ください。
  不審に思った際には、回答しないで、速やかにお住まいの都道府県又はコールセンターにお知らせください。

　調査員をはじめとする関係者には、統計法により調査で知ったことを他に漏らしてはいけない義務（守秘義務）
と、これに反したときの罰則が定められています。
・�回答いただいた内容を統計作成の目的以外に使用することは絶対にありません。
・�調査により集められた調査票の記入内容は、統計法によって厳重に保護されます。
  また、提出いただく調査票は、統計の作成後、溶解処分するなど、秘密の保護には
  万全を期しています。
・�インターネット上のデータの送受信は、盗み見等を防ぎ、安全な通信を行うために、
  ＳＳＬ /ＴＬＳによる暗号化通信を行っています。
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日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正
する法律が令和3年9月18日に施行されます

02
M I C  N E W S

　

憲
法
改
正
国
民
投
票
法
は
、
平
成
19
年
５
月
18

日
に
公
布
、
平
成
22
年
５
月
18
日
か
ら
施
行
さ
れ
、

平
成
26
年
の
改
正
に
よ
り
、
投
票
権
年
齢
を
満
20

歳
以
上
か
ら
満
18
歳
以
上
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い

ま
す
。
今
回
、
令
和
３
年
６
月
18
日
に
公
布
さ
れ

た
、
共
通
投
票
所
制
度
の
創
設
等
、
投
票
環
境
向

上
の
た
め
の
一
部
改
正
法
が
、
同
年
９
月
18
日
に

施
行
さ
れ
ま
す
。

１　

投
票
人
名
簿
等
の
縦
覧
制
度
の
廃
止
お
よ
び

　
　

閲
覧
制
度
の
創
設

　

�　

投
票
人
名
簿
お
よ
び
在
外
投
票
人
名
簿
の
内

容
確
認
手
段
に
つ
い
て
、
個
人
情
報
保
護
の
観

点
か
ら
、
従
来
の
縦
覧
制
度
が
廃
止
さ
れ
、
新

た
に
閲
覧
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

２　

在
外
選
挙
人
名
簿
の
出※
国
時
申
請
制
度
の

　
　

創
設
に
伴
う
国
民
投
票
の
在
外
投
票
人
名
簿

　
　

へ
の
登
録
に
つ
い
て
の
規
定
の
整
備

　

�　

従
来
の
在
外
投
票
人
名
簿
へ
の
登
録
方
法
に

加
え
て
、
登
録
基
準
日
（
国
民
投
票
期
日
の
50

日
前
）
前
に
在
外
選
挙
人
名
簿
の
出
国
時
申
請

を
行
い
、
登
録
基
準
日
の
翌
日
か
ら
在
外
投

票
人
名
簿
の
異
議
申
出
期
間
の
開
始
日
の
前

日
（
国
民
投
票
期
日
の
16
日
前
）
ま
で
に
在
外

選
挙
人
名
簿
へ
の
登
録
の
移
転
が
さ
れ
た
方
も
、

在
外
投
票
人
名
簿
に
登
録
さ
れ
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。

３　

共
通
投
票
所
制
度
の
創
設

　

�　

投
票
日
当
日
、
市
町
村
内
の
い
ず
れ
の
投
票

区
に
属
す
る
投
票
人
も
投
票
で
き
る
共
通
投
票

所
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。

４　

期
日
前
投
票
事
由
の
追
加

　

�　

期
日
前
投
票
の
事
由
に
、「
天
災
又
は
悪
天

候
に
よ
り
投
票
所
に
到
達
す
る
こ
と
が
困
難
で

あ
る
こ
と
」
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

５　

期
日
前
投
票
所
の
投
票
時
間
の
弾
力
的
な
設
定

　

�　

開
始
時
刻
（
８
時
30
分
）
の
２
時
間
以
内
の

繰
上
げ
お
よ
び
終
了
時
刻
（
20
時
00
分
）
の
２

時
間
以
内
の
繰
下
げ
が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

６　

洋※
上
投
票
の
対
象
拡
大

　

�　

洋
上
投
票
に
つ
い
て
、
便
宜
置
籍
船
等
の
船

員
や
実
習
を
行
う
た
め
航
海
す
る
学
生
・
生
徒

も
対
象
と
な
り
ま
し
た
。

７　

繰
延
投
票
の
期
日
の
告
示
の
期
限
の
見
直
し

　

�　

天
災
等
で
投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と

き
、
ま
た
は
さ
ら
に
投
票
を
行
う
必
要
が
あ
る

と
き
に
行
う
繰
延
投
票
の
期
日
の
告
示
に
つ
い

て
、
少
な
く
と
も
５
日
前
に
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
た
も
の
が
少
な
く
と
も
２
日
前
ま
で
に
行

う
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

８　

投
票
所
に
入
る
こ
と
が
で
き
る
子
供
の

　
　

範
囲
拡
大

　

�　

投
票
所
に
入
る
こ
と
が
で
き
る
子
供
の
範
囲

が
、「
幼
児
」
か
ら
「
児
童
、
生
徒
そ
の
他
の

18
歳
未
満
の
者
」
に
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

日本国憲法第96条では、憲法の改正は、国会で衆参各議院の総議員の3分の2以上の賛成を経た後、国民投票によって過半
数の賛成を必要とすると定められています。憲法改正国民投票とは、私たちが憲法改正に関して最終的な意思決定をするもので
あり、そのための具体的な手続が「日本国憲法の改正手続に関する法律（憲法改正国民投票法）」に定められています。

改
正
内
容

　

※�

出
国
時
申
請
…
選
挙
人
名
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
る
方
が
国
外
へ

転
出
す
る
た
め
市
町
村
の
窓
口
で
転
出
届
を
す
る
際
に
、
在
外

選
挙
人
名
簿
へ
の
登
録
の
移
転
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る

制
度
。

　

※�

洋
上
投
票
…
外
洋
を
航
行
中
の
船
員
が
フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
装
置

を
用
い
て
行
う
投
票

憲法改正国民投票の流れ

1. 憲法審査会での審査
憲法審査会とは憲法改正原
案等を審査する常設機関で
す。両議院憲法審査会の合
同審査も可能です。

2. 本会議での可決
衆参本会議にて総議員の 3
分の 2 以上の賛成で可決。

●憲法改正原案の発議
　○衆議院議員　100名以上の賛成
　○参議院議員　50名以上の賛成

●衆参両議院にて憲法改正原案 可決
　○先議の議院
　　原案の提出を受け、憲法審査会での
　　審査・本会議における可決を経て、
　　後議の議院へ送付します。
　○後議の議院
　　憲法審査会での審査を経て、本会議にて可決。

●憲法改正の発議
　国民に憲法改正案の提案がされる。
　※内容において関連する事項ごとに区別して発議されます。

●国民投票の期日の決定
　憲法改正の発議後 60 日から 180 日以内。
　※具体的な期日は、国会にて議決されます。

●広報周知
　○国民投票広報協議会の設置　
　　�　各議院の議員から委員を10人ずつ選任。憲法改正案の内
容や賛成意見および反対意見などを掲載した国民投票公報の
原稿や、投票記載場所に掲示する憲法改正案要旨をするほか、
テレビやラジオ、新聞などで憲法改正案等の広報を行います。

　○総務大臣、中央選挙管理会、都道府県および市区町村の選挙
　　管理委員会
　　�　国民投票の方法や国民投票運動の規制、その他国民投票
の手続に関して必要な事項を国民に周知します。

●国民投票運動
　�　憲法改正案に対し、賛成または反対の投票をするよう、また
はしないように勧誘することを「国民投票運動」といいます。
国民投票においては、投票が公正に行われるための必要最小限
の規制が定められています。また、国民投票運動は、表現の自
由等と密接に関連するため、国民投票運動に関する規制や罰則
の適用は、これらの自由を不当に侵害することがないよう留意す
ることとされています。

●投票方法
　�　投票は、憲法改正案ごとに一人一票となります。投票用紙
に記載された賛成または反対の文字を○の記号で囲み、投票
所の投票箱に投函します。
　�　また、投票に当たっては、期日前投票（投票期日前14日から）
や不在者投票、在外投票などが認められています。

●国民投票の効果
　�　憲法改正が国民に承認されるのは、賛成投票数が投

※
票総数

の２分の１を超えた場合。
　※賛成投票数と反対投票数の合計数

●憲法改正の公布の手続
　�　内閣総理大臣は、直ちに憲法改正の公布のための手続をと
ります。

●投票結果は官報で告示されます。

国会

投票

開票

広報周知　国民投票運動

詳しくは、以下のホームページをご覧ください。
https://www.soumu.go.jp/senkyo/kokumin_
touhyou/index.html
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近
年
の
住
宅
火
災
に
お
け
る
死
者
を
見

る
と
、
65
歳
以
上
の
高
齢
者
の
占
め
る
割

合
が
約
７
割
と
高
水
準
で
推
移
し
て
い
る

状
況
で
あ
り
、
今
後
、
さ
ら
な
る
高
齢
化

の
進
展
に
伴
い
、
高
齢
者
の
住
宅
火
災
に

お
け
る
死
者
数
の
割
合
は
増
加
し
て
い
く

こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

総
務
省
消
防
庁
で
は
、
住
宅
火
災
か
ら

高
齢
者
を
守
る
た
め
、
敬
老
の
日
を
中
心

に
毎
年
「
住
宅
防
火
・
防
災
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
（
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
期
間
：
９
月
１
日
～
９
月
21
日
）。

　

た
ば
こ
や
ス
ト
ー
ブ
、
こ
ん
ろ
の
火
が

寝
具
や
衣
類
に
燃
え
移
り
、
火
事
に
な
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。
お
じ
い
ち
ゃ
ん
や
お

ば
あ
ち
ゃ
ん
の
布
団
や
枕
、
パ
ジ
ャ
マ
や

エ
プ
ロ
ン
は
燃
え
に
く
い
「
防
炎
品
」
で

す
か
？

　

火
災
か
ら
命
を
守
る
た
め
に
は
、
逃
げ

遅
れ
な
い
よ
う
、
火
災
の
発
生
を
で
き
る

か
ぎ
り
早
く
知
る
こ
と
が
大
切
で
す
。
お

じ
い
ち
ゃ
ん
や
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
家
に
取

り
付
け
て
あ
る
住
宅
用
火
災
警
報
器
は

ち
ゃ
ん
と
作
動
す
る
か
、
定
期
的
に
点
検

さ
れ
て
い
ま
す
か
？

　

ま
た
、
消
火
器
を
使
っ
て
初
期
消
火
を

行
う
こ
と
も
重
要
で
す
。
お
じ
い
ち
ゃ
ん

や
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
家
に
住
宅
用
消
火
器

は
あ
り
ま
す
か
？

　

も
う
す
ぐ
敬
老
の
日
で
す
。
こ
の
機
会

に
お
じ
い
ち
ゃ
ん
や
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
と
一

緒
に
、
火
災
か
ら
身
を
守
る
方
法
を
考
え

て
み
ま
し
ょ
う
。

敬老の日に「火の用心」の贈り物

住宅防火・防災キャンペーン実施中！
キャンペーン期間：９月１日（水）～９月21日（火）

03
M I C  N E W S

高齢者を住宅火災から守るために

　各自治体の火災予防条例で設置が義務づけられている
「住宅用火災警報器」。その電池の寿命は約 10 年ですが、
故障する可能性も考えて年 2 回程の定期的な点検が必要
です。

　「防炎品」であれば、万が一、火災が発生しても、急
激に火炎が拡大するのを防ぐことができます。
　寝具や衣類、カーテンやじゅうたん、車やバイクのボディ
カバーなどにも「防炎品」はあります。

　消火器には、小さく軽い「住宅用消火器」や、スプレー
式で高齢者でも扱いやすい「エアゾール式簡易消火具」
といったものも販売されています。

逃げ遅れを防ぐために

防炎品を使いましょう

住宅用消火器などを用意しましょう

総務省消防庁予防課予防係
Tel. 03-5253-7523
https://www.fdma.go.jp/html/life/juukei.html

住宅火災における死者数の推移（平成 21 年～令和２年の 12 年間）

防炎

防炎

防炎

お問い合わせ先
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社
会
人
・
大
学
生
を
対
象
と
し
た
、
実

践
的
な
デ
ー
タ
分
析
の
手
法
を
学
習
す

る
こ
と
が
で
き
る
無
料
の
オ
ン
ラ
イ
ン

講
座
で
す
。

　

近
年
、
Ａ
Ｉ
や
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
活

用
し
た
新
た
な
技
術
が
進
展
す
る
中
、

課
題
解
決
に
あ
た
り
「
デ
ー
タ
サ
イ
エ

ン
ス
」
力
の
あ
る
人
材
が
ビ
ジ
ネ
ス
の

あ
ら
ゆ
る
現
場
で
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

総
務
省
は
、
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
・

オ
ン
ラ
イ
ン
講
座
「
社
会
人
の
た
め
の

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
演
習
」
を
本
年
9

月
28
日
（
火
）
に
開
講
し
ま
す
。

　

本
講
座
は
、
平
成
28
年
4
月
に
開
講

し
、
こ
れ
ま
で
延
べ
約
４
万
９
千
人
に

受
講
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

行
政
や
ビ
ジ
ネ
ス
で
の
活
用
を
想
定

し
た
講
座
と
し
て
、
社
会
人
や
大
学
生

に
向
け
て
、
ビ
ジ
ネ
ス
上
で
の
分
析
事

例
を
中
心
に
実
践
的
な
デ
ー
タ
分
析

（
統
計
分
析
）
の
手
法
を
分
か
り
や
す

く
解
説
す
る
講
座
で
す
。

　

ど
な
た
で
も
無
料
で
受
講
が
可
能
で

す
の
で
、
是
非
御
活
用
く
だ
さ
い
。

令和3年9月28日開講！
「社会人のためのデータサイエンス演習」

受講者募集中

04
M I C  N E W S

データサイエンス・オンライン講座「社会人のためのデータサイエンス演習」
https://gacco.org/stat-japan2/
※ 本講座は、NTTドコモが運用する MOOC プラットフォーム「gacco」を通じて提供します。
※ MOOC（Massive Open Online Courses）とは、Web 上で誰でも無料で受講でき、講座終了時には修了証も取得できるサービスです。

受講登録はこちらから

（
注
）�

令
和
２
年
９
月
に
実
施
し
た
講
座
を
再
び

開
講
す
る
も
の
で
す
。

～「社会人のためのデータサイエンス演習」の内容～

～受講の流れ～

学習時間：1回 10分程度×5～ 6回程度（1週間）×5週

１

2

3

4

5

データサイエンスとは

分析の概念と事例

分析の具体的手法

ビジネスにおける予測と
分析結果の報告

ビジネスでデータサイエンス
を実現するために

データ分析に基づく
問題解決プロセスを
紹介

記述統計による
データの把握と比較の
方法について学習

2 変数の関係や
時系列データの解釈
について学習

予測と評価や
分析結果の報告と
解釈について学習

ビジネスでデータサイエンス
を実現するためのポイント
について解説

・データサイエンスの将来
・PPDACサイクルに沿った問題解決の進め方

・Analysis（分析）とは
・１変数の状況の把握（可視化の活用、代表値の活用）
・ビジネスにおける比較（概要、適切なA/Bテストの活用）

・クロス集計の軸設定と見方
・散布図と相関の調べ方
・時系列データの見方

・回帰分析による予測
・モデル評価と予実評価
・分析結果の報告（記述 /可視化方法、解釈の注意点）

・データ分析に基づく問題解決ケーススタディ
・様々な企業で活躍するデータサイエンティスト
・企業でデータサイエンスを実現するためのポイント

週 各週のテーマ 主な内容

受講登録 講義動画 確認テストおよび
最終課題 修了証の取得

下記URLまたはQRコード
から無料で受講登録

講師による説明動画でデータ
サイエンスを分かりやすく解説

各週の確認テストにより理解度を、
最終課題により習熟度を確認

確認テストおよび最終課題の
得点率により修了証を取得
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「電話リレーサービス
開始セレモニー」について

MIC
リポート

　

電
話
リ
レ
ー
サ
ー
ビ
ス
と
は
、
聴
覚

や
発
話
に
困
難
の
あ
る
方
（
以
下
「
聴

覚
障
害
者
等
と
い
い
ま
す
。」
と
聴
覚

障
害
者
等
以
外
の
方
と
の
会
話
を
、
通

訳
オ
ペ
レ
ー
タ
が
手
話
・
文
字
と
音
声

を
通
訳
す
る
こ
と
に
よ
り
、
電
話
で
つ

な
ぐ
サ
ー
ビ
ス
で
す
。

　

本
年
７
月
１
日
か
ら
、
聴
覚
障
害
者

等
に
よ
る
電
話
の
円
滑
化
に
関
す
る
法

律
（
令
和
２
年
法
律
第
53
号
）
に
基
づ

く
電
話
リ
レ
ー
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
、

総
務
大
臣
か
ら
指
定
を
受
け
た
電
話
リ

レ
ー
サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関
で
あ
る
一
般

財
団
法
人
日
本
財
団
電
話
リ
レ
ー
サ
ー

ビ
ス
に
よ
り
、
開
始
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
あ
わ
せ
「
電
話
リ
レ
ー
サ
ー

ビ
ス
開
始
セ
レ
モ
ニ
ー
」（
主
催
：
電

話
リ
レ
ー
サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関　

一
般

財
団
法
人
日
本
財
団
電
話
リ
レ
ー
サ
ー

ビ
ス
、
共
催
：
総
務
省
、
厚
生
労
働
省
）

が
同
日
オ
ン
ラ
イ
ン
で
開
催
さ
れ
、
武

田
総
務
大
臣
、
山
本
厚
生
労
働
副
大
臣

が
総
務
省
か
ら
出
席
し
ま
し
た
。

　

菅
総
理
大
臣
か
ら
の
ビ
デ
オ
メ
ッ

セ
ー
ジ
に
続
き
、
武
田
総
務
大
臣
か
ら

挨
拶
が
行
わ
れ
、
電
話
リ
レ
ー
サ
ー
ビ

ス
の
普
及
に
よ
り
、
障
害
の
有
無
に
関

わ
ら
ず
、
誰
も
が
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
で

き
る
社
会
と
な
っ
て
ほ
し
い
旨
の
発
言

が
あ
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
電
話
リ
レ
ー
サ
ー
ビ
ス
の
利

用
者
と
の
初
通
話
を
行
い
、
通
訳
オ
ペ

レ
ー
タ
を
介
し
た
電
話
を
体
験
し
ま
し

た
。
総
務
大
臣
か
ら
は
「
サ
ー
ビ
ス
を

最
大
限
活
用
い
た
だ
き
た
い
」
と
の
発

言
が
あ
り
ま
し
た
。

　

総
務
省
で
は
、
引
き
続
き
電
話
リ

レ
ー
サ
ー
ビ
ス
の
普
及
に
向
け
て
、
周

知
広
報
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

編 集 後 記 e d i t o r i a l  n o t e

　

９
月
号
を
お
読
み
い
た
だ
き
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　

今
回
、「
地
方
の
か
が
や
き
」
で
ご

紹
介
し
た
の
は
、
滋
賀
県
の
南
西
端
に

あ
る
大
津
市
で
す
。

　

日
本
最
大
の
面
積
と
貯
水
量
の
び
わ

湖
の
朝
焼
け
は
、
写
真
で
見
て
も
絶
景

で
す
。

　

そ
の
大
津
市
は
、「
夢
が
あ
ふ
れ
る

ま
ち
大
津
」
の
実
現
の
た
め
、
ふ
る
さ

と
納
税
と
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
で
得

ら
れ
た
寄
附
を
活
用
し
、「
子
育
て
世

代
が
満
足
す
る
ま
ち
づ
く
り
」
や
「
ま

ち
の
賑
わ
い
と
地
域
活
性
の
ま
ち
づ
く

り
」
な
ど
の
様
々
な
施
策
に
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。
私
も
毎
年
ふ
る
さ
と
納
税

を
し
て
い
る
の
で
、
大
津
市
の
ふ
る
さ

と
納
税
に
つ
い
て
調
べ
て
み
た
い
と
思

い
ま
す
。　

　

末
尾
に
な
り
ま
し
た
が
、
今
回
ご
協

力
い
た
だ
き
ま
し
た
皆
様
に
は
心
よ
り

感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

（
広
報
室　

D
・
S
）

 広報誌 ｢総務省｣ についてのご意見・ご要望は、FAX または電子メールでお寄せください
FAX » 03-5253-5174　MAIL » kohoshi@soumu.go.jp

電話リレーサービスの初通話をする武田総務大臣

初通話者と武田総務大臣の電話リレーサービスでの会話の様子

リレーちゃん
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